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様式第５号 

令和６年度 学校関係者評価実施報告書（まとめ用） 

 

学校番号 24 学 校 名 静岡県立吉原工業高等学校 校 長 名 渡森 和彦 

 

本年度の取組 

  

取組目標 
達成方法

（取組手段） 
成果目標 

担 

当 

部 

署 

達成状況 

学

校

自

己

評

価 

関

係

者

評

価 

意見 

ア 

安全教育の

推進と危機

管理能力の

向上 

交通マナーおよ

び危険予知の向

上を図る。 

・「登下校時、交通法

規を遵守している」

と答える生徒 100％

達成。 

・イエロー切符受領

者各学年 10 人未満。 

生 

徒 

支 

援 

部 

・99%の生徒が交通法

規を遵守していると

回答した。 

 

・イエロー切符受領者

は、11 月末の段階で延

べ 40 人であった。 

Ｂ Ａ 令和 6年 11月道路

交通法の改正によ

り自転車に対する

罰則規定が強化。

例えば自転車の

「ながらスマホ」

があり周知してい

く必要がある。警

察署から、吉原工

業は他校に比べて

イエロー切符受領

者が少ないと聞い

ている。過去、大

きな事故があり、

よく改善されてい

る。 

今後、前年度比な

ど資料として欲し

い。  

自転車通学者が

主体的に車両整

備に取り組む。 

・ＴＳマークに関す

る指導を徹底し、整

備不良事故０件。 

生 

徒 

支 

援 

部 

・整備不良が原因とな

る事故は発生しなか

った。 

Ａ Ａ 特になし 

自治体等、地域

との連携を深

め、地域安全に

・地域防災訓練への

参加率 90％以上。訓

練不参加者へ学習機

総 

務 

部 

・地域防災訓練への参

加率は 351人中 195人

で、参加率 56.6％だっ

Ｂ Ｂ 希薄になっている

生徒、家庭の意識

をいかに上げるか
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貢献する。 会の提供。 

・「地震等大規模災害

発生時の連絡方法や

行動について親と話

し合って決めてい

る」と答える生徒

80％以上。 

・外部機関と連携し

た新規防災教育の実

施。 

た。 

・「連絡方法や行動に

ついて親と話し合っ

て決めている。」と答

えた生徒は 57.1％だ

った。 

 

・学校で行う防災訓練

に、消防署の職員を招

き、消火訓練を行っ

た。 

が重要。（連携強

化） 

「自分の命は自分

で守る」ことが大

切。通学途中の崖

崩れ等の防災につ

いて家庭で話し合

うのも一つ。今年

度の校内防災訓練

では、消防署の方

と連携し消火器の

使い方を教わっ

た。 

予防的危機

管理の実施 

実習・実験等に

よる安全管理を

徹底する。 

・工場安全パトロー

ルに対応し、実習室

の整理整頓を行うと

ともに、事故０達成。 

工 

業 

科 

・各科で実習前に安全

教育を実施し、整理整

頓を徹底したため、実

習中の事故０を達成

した。 

Ａ Ａ 是非事故０を継続

していただきた

い。 

生徒の生活面の

状況を把握し、

早期指導に繋げ

る。 

・面接週間の定期的

な実施：各学期１回。 

 

・生活アンケートの

定期的な実施：各学

期１回。 

学 

年 

部 

・年間３回の面接週間

を実施し、担任は生徒

全員と面接できた。 

・生活アンケートを学

期に１回実施し、早期

指導につながった。 

Ａ Ａ ９月上旬、夏休み

明けは不登校にな

りがちであり、こ

こでの観察や指導

は大切。生徒の表

情からも生活面の

状況を把握できる

のできめ細やかに

丁寧に進めてほし

い。 

健康指導の

推進 

他団体との連携

を推進するとと

もに、健康に関

する知識・能力

を高める。 

・朝食欠食者へのセ

ミナーの充実。 

・朝食摂取率 95％以

上。 

・歯磨き習慣に関す

る実態把握と率向

上。 

 

・新入生オリエンテ

ーションでの保護者

への呼びかけや、健

保 

健 

支 

援 

部 

 

・朝食摂取率は

89.4%(R5：89.6%)で目

標をやや下回った。 

 

・１日に２回以上歯磨

きする生徒は 

86.7%(R5：78.6%)で向

上した。 

・健康診断の再検査報

告率は 64.0%（R5：

47.3%）で向上した。 

Ａ Ａ 例えば管理栄養士

の話やスポーツ栄

養セミナーの話を

聞いてもらうと興

味をもってくれる

と思う。 
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康管理を題材とした

全校集会を実施する

ことで、健康診断結

果による再検査受診

率を向上させる。 

 

自己の健康管理

を意識させる新

体力テストで、

男女ともに表彰

を目指す。 

・「１年間で体力が向

上した」と答える生

徒 90%以上。 

保 

健 

体 

育 

科 

・体力が向上したと答

えた生徒は 74.8%で、

目標には達しなかっ

た。 

 

Ｂ Ｂ 昨年の 90.2%から 

減少した。春と秋

のデータを比較す

る見方もある。中

学では部活動に参

加する生徒が確実

に減ってきてい

る。部活動で体力

を向上させる度合

いはかなり大き

い。企業では、国

の政策で「健康経

営」をめざしてい

る。高校で自己管

理の大切さを伝え

てほしい。 

イ 

自立や社会

参 画 へ 向

け、生徒一

人ひとりの

教育的ニー

ズの把握と

適切な指導

および必要

な支援の実

践 

不登校や学校不

適応を早期把握

し、支援･指導を

充実させること

で、生徒を救い

育て卒業へ導

く。 

・「チーム担任」によ

る学級経営力の強化

※各クラス３名の正

副担任による取組。 

・適切なタイミング

での保護者連携方法

の運用と確立。 

 

 

・ケース会議の随時

開催。 

・必要に応じた個別

の指導計画の作成と

活用。 

・教職員間の情報共

有強化へ向け情報交

換会の週１回定期開

催と校内研修の開催

保 

健 

支 

援 

部 

・ 

学 

年 

部 

 

・副担任の役割を明確

にして、「チーム担任」

を軌道に乗せた。 

 

・毎週火曜日にスクー

ルカウンセラーに来

校していただき、専門

的な視点から生徒の

支援に取り組んだ。 

・ケース会議にも何度

か出席していただき、

教職員に対する助言

をいただくことがき

た。 

・毎週水曜日の時間割

の中に教育相談に関

する情報共有会議を

設定し、必要に応じて

Ｂ Ａ 吉原工業のきめ細

かい指導、ありが

とうございます。

教員の限られた時

間内で、引き続き

情報共有や申し送

り事項等、コミュ

ニケーションをと

っていただきた

い。 

生徒が、最初は、

先生が嫌だと言っ

ていても、就職が

決まり卒業が近づ

くと良い先生だと

いう話を聞く。吉

原工業は「熱心な

先生が多い」と保
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１回以上。 

 

・命を守る教育への

具体的な取組の検

討･実施。 

・教育相談調査票(入

学時提出)に関する

情報共有体制を整え

指導に活かす。 

教育支援計画・教育指

導計画を作成した。 

・薬学講座（全学年）

や思春期講座（1 年生）

において、薬物や妊娠

に関する講話を実施

し、生命の大切さを再

認識する機会を設け

た。 

・教育相談調査票に記

載された情報につい

ては、保健調査票の情

報と併せて一覧表を

作成し校内ＬＡＮを

とおして共有してい

る。 

護者の感想をよく

聞く。 

学校として踏み込

める部分は、最大

限の手だてをして

いると思われる。

これ以上先生方の

負担を増やすのは

無理かと思う。 

ＳＮＳについての

モラルやルールな

ど追加していただ

けるとさらに良

い。 

新生徒指導提要

および新学習指

導要領に則り、

積極的に外部機

関を活用するこ

とで指導を充実

させる。 

・児童相談所やＮＰ

Ｏ法人、および警察･

市役所等の外部機関

との連携を更に強化

する。 

生 

徒 

支 

援 

部 

・ 

保 

健 

支 

援 

部 

・ 

学 

年 

部 

・富士特別支援学校の

センター的機能、富士

市若者相談窓口ココ

カラ、児童相談所、富

士市こども家庭セン

ターなど、必要に応じ

て外部機関の助力を

求め、活用することが

できた。また、富士市

若者相談窓口ココカ

ラとの連携により、新

たに居場所カフェや

コミュニケーション

スキルアップ講座を

実施することができ

た。 

Ａ Ａ 若い方の心のケア

が増加傾向にある

中、いかにサポー

トしていくか。先

生方の限られた時

間と環境で、外部

機関との積極的な

連携に本当に関心

いたします。吉原

工業が変わってき

ていると実感でき

る。 

居場所や家庭環境

の背景から、生徒

ホール（放課後）

での「居場所カフ

ェ」は、素晴らし

い取り組みだと思

う。 
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「 成 年 年

齢･選挙権

年齢の引き

下げ」およ

び「こども

基本法」の

成立等の社

会変化に対

応した指導

の実践 

教科指導と特別

活動の往還によ

り、成年年齢･選

挙権年齢の引き

下げに対応す

る。 

・消費者講座、労務

講座等と連動した教

科指導の実践。 

・地域選挙管理委員

会と連携した生徒会

選挙の実施。(主権者

教育を実施) 

関 

係 

教 

科 

・ 

生 

徒 

支 

援 

部 

・外部講師を呼んで消

費者講座を実施する

ことができた（予定）。 

・地域選挙管理委員会

と連携して、総選挙の

周知等を行うことが

できた。 

Ａ Ａ 特になし 

新生徒指導提要

で重視されてい

る、発達支持的

生徒指導を推進

することで、生

徒の自己決定権

を尊重しながら

自己指導能力を

伸張し、主体的･

持続的で正しい

行動習慣を涵養

する。 

・TPO に合わせた、

主体的な行動･選択

習慣を身に付けさせ

るため「校則の見直

し」へ生徒会の意見

を反映させる。 

生 

徒 

支 

援 

部 

・校則を見直し議論す

ることはできたが、生

徒の意見を反映させ

るところまではでき

なかった。 

Ｂ Ｂ 自由には制限があ

る。不自由より実

はずっと厳しさ・

難しさもあること

を生徒に教えてい

ただきたい。 

ウ 

キャリア教

育の推進に

よる能力・

適性・希望

に応じたき

め細やかな

進路指導 

進路意識の早期

定着と向上を目

指し、新たに整

理した系統的な

進路指導体制を

充実させること

で、進路実現を

支援する。 

・「進路行事を通して

進路意識が向上し

た」と答える生徒

95％以上。 

・「進路について親と

話をする」と答える

生徒 90%以上。 

進 

路 

支 

援 

部 

・ 

学 

年 

部 

・「進路行事を通して

一年間で進路意識が

向上した」と答えた生

徒 86.5%だった。 

・「進路について親と

話をする」と答えた生

徒 85.2%だった。 

Ｂ Ａ 次年度の商工会議

所との連携事業へ

の積極参加も期待

している。商工会

に属してない企業

との連携にも期待

する。 

商工会議所等と

連携し、地域の

産業理解を推進

する。 

・文化祭や放課後の

時間を活用した地域

企業による校内での

ブース設置、延べ 15

社以上。 

進生 

路徒 

支支

援援 

部部 

・商工会議所との連携

した「キャリアカフ

ェ」事業を８回（参加

企業 15 社）実施した。

生徒は 100%が参考に

なったと答えた。 

Ａ Ａ 文化祭に地域企業

が参加し、面白か

った。商工会議所

（地元企業）と連

携ができブースも

良かった。素晴ら

しい取り組みでし

た。 
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進路学力とし

て、基礎基本の

習得に加え、生

徒個々で異なる

進路目標を達成

するための支援

を充実させる。 

・進学模試や小論文

模試などの有効活用

を通した偏差値の向

上。 

 

 

 

・大学進学希望者に

関する進路検討会の

定期開催（大学入学

共通テスト受験対象

者の検討を含む）。 

 

・学びの基礎診断の

有効活用と、前回比

較で GTZ向上者 15％

達成およびＤ３取得

生徒への支援。 

進 

路 

支 

援 

部 

・ 

教 

務 

部 

・ 

学 

年 

部 

・進学模試(受験 7 名) 

令和 6 年度卒業生 

数学・理科・英語 

2 年次 D 段階 3 人 

3 年次 D 段階 4 人 

偏差値の向上は達成

できなかった。 

・大学進学希望者の管

理職を含めた進路検

討会は実施できなか

ったが、生徒の進学準

備としての指導体制

は整ってきた。 

・GTZ 向上者 

全体の 49.6％（174人）

担任や各教科担当か

ら、Ｄゾーンを中心に

生徒への個別の声掛

けや指導を実施した。 

Ａ Ａ 専門学校等へ進学

して、専門知識・

技術を学んだり、

資格を取得したり

した学生も地元企

業人材として望ん

でいる側面もあ

る。 

大学のオープンキ

ャンパスに積極的

に参加するよう呼

びかけを続けてほ

しい。学歴（人材）

を求める声が多い

のは確かである。 

インターンシッ

プ、ワークラリ

ー、海外インタ

ーンシップ等、

地元企業との連

携を密にし、キ

ャリア教育の充

実を図る。 

・「インターンシップ

等をとおして、進路

意識が向上した」と

答える生徒 95％以

上。 

・「インターンシップ

等をとおした企業研

究により企業理解が

深まった」と答える

生徒 95%以上。 

学 

年 

部 

・インターンシップに

２年生が参加し、

100％の生徒が「進路

意識が向上した。」と

回答した。 

・100％の生徒が「企

業理解が深まった。」

と回答した。 

Ａ Ａ インターンシップ

は中小企業からも

好評だった。参加

していただきあり

がたい。中学生の

保護者にも吉原工

業生の活動を伝え

てほしい。 

中小企業は後継

者・技術者の育成

の観点から、「工業

生に入社してほし

い」という声をた

くさん聞く。 

基本的生活

習慣の確立

と職業人倫

理観の向上 

アフターコロナ

を意識した出席

率の向上。時間

厳守と挨拶の励

行。 

・毎日の登校指導の

実施。 

・遅刻を各学年 1 日

あたり１人未満に抑

える。 

生教 

徒務 

支部 

援・ 

部 

・毎日登校指導を実施

した。 

・各学年での遅刻人数 

１年生 0.7 人/日 

２年生 0.7 人/日 

３年生 0.6 人/日 

Ａ Ａ 特に挨拶はすばら

しいと思う。 
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学びへ向けた教

室文化を醸成す

ることで、生徒

の学習環境を整

える。 

・学習意欲を喚起す

るための授業改善。 

・必要に応じた教科

担当者会議の開催。 

教 

務 

部 

・授業改善に資する先

進事例の共有化を図

った(３件)。 

個別対応が必要と考

えられる生徒へ対応

するために教科担当

者会議を開催した(２

回)。 

Ａ Ａ 次のステップとし

て良い事例をどの

ように他の現場に

役立て効果があっ

たのか、展開に期

待する。先端技術

への取り組み強化

は大事だと思う。 

新学習指導要領

の重要要素であ

る「教科横断的

視点の導入」お

よび「教科指導

と特別活動指導

の往還」を意識

し、「教科等横断

ＭＡＰ：人権教

育（ＳＮＳの正

し い 利 用 を 含

む）」を整備･活

用することで、

規範意識･人権

感覚を全校･通

年の体制で醸成

する。 

・「人権を意識し、校

則(ソーシャルメデ

ィアポリシーを含

む)や社会のルール

を守ろうとしてい

る」と答える生徒

100％の達成。 

図 

書 

研 

修 

部 

・ 

教 

務 

部 

・ 

生 

徒 

支 

援 

部 

・「人権を意識し、校

則(ソーシャルメディ

アポリシーを含む)や

社会のルールを守ろ

うとしている」と答え

た生徒は 97.0％だっ

た。 

Ａ Ａ ＳＮＳの使い方だ

けでなく、めまぐ

るしく多様化して

いる状況で、発信

の仕方、与える影

響についても、ケ

アを行っていただ

きたい。 

生徒手帳への記

入習慣化等を通

して、自己管理

力 の 伸 張 を 図

る。 

･生徒手帳活用に関

する新たな方策の策

定と運用。 

・「やるべきときに、

やるべきことがやれ

た」と答える生徒

95％以上。 

学 

年 

部 

・学校行事、学年、ク

ラスに関して全体に

記入指導をした事柄

については実行でき

たと答える生徒が

90％だが、個人の予定

を活用したと答えた

生徒は低かった。 

・「やるべきときに、

やるべきことがやれ

た」と答えた生徒は 

１年 93.6％、 

２年 94.7％ 

３年 96.7％だった。 

Ａ Ａ 生徒手帳の活用に

は、スケジュール

管理の重要性があ

る。ＴｏＤｏリス

トとして、先頭に、

□チェックを入れ

る工夫も自己管理

として有効であ

る。紙の手帳にも

良さがある。 
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エ 

学習指導の

充実 

公開授業を充実

させることで授

業 改 善 に 繋 げ

る。 

他教科との授業

交流を行い、授

業改善（教材研

究）に積極的に

取り組む。 

・公開授業を外部へ

も公開。 

 

 

 

・公開授業週間にお

ける教員相互の授業

参観率 100％達成。 

・自主的な研究授業

実施者 15 人以上。 

教 

務 

部 

・公開授業とオープン

スクールの２回、外部

へ授業公開をおこな

った。（一般来校者 

134 人） 

・公開授業週間におけ

る教員の授業参観率

は 84.2％だった。 

・自主的な研究授業実

施者６人であった。 

Ｂ Ｂ 土曜日のオープン

スクールで、中学

生・保護者をさら

に呼び込めば、も

っとＰＲができる

のではと思った。 

教員の授業参観率

84.2％はすばらし

いのではないか。 

新学習指導要領

の 趣 旨 を 踏 ま

え、授業改善･学

習評価改善への

取 組 を 一 層 進

め、生徒が主体

的に取り組める

授業づくりを行

う。 

・「興味を持って主体

的に取り組める授業

がある」と答える生

徒 100％達成。 

・「授業が分かりやす

い」と答える生徒

95%以上。 

教 

務 

部 

・「興味を持って主体

的に取り組める授業

がある」と答えた生徒

は 90.4％だった。 

・「授業が分かりやす

い」と答えた生徒は

73.7％だった。 

Ｂ Ｂ 「興味を持って主

体的に取り組め

る」90.4％は良い。 

先端技術のなか

で、基礎・基本を

しっかり学ぶこと

が、学習意欲に繋

がると思う。 

新学習指導要領

に則った、生徒

の１人１台端末

の活用推進。 

・教職員研修の実施。 教 

務 

部 

情 

報 

・AI 採点システムの利

用研修を５回実施し

た。 

Ａ Ａ 教員の負担軽減に

大いに役立つもの

と期待している。 

「役立ち感

育成プロジ

ェクト」の

推進 

地域との交流を

積極的に行うこ

とにより、コミ

ュニケーション

能力と自己有用

感を育てる。 

・「この 1 年間で、他

団体との交流やボラ

ンティア活動に参加

したことがある」と

答える生徒 65％以

上。 

未 

来 

戦 

略 

委 

員 

会 

・「この 1 年間で、他

団体との交流やボラ

ンティア活動に参加

したことがある」と答

えた生徒は 48.2％

（136 人）だった。 

 

Ｂ Ｂ 他校の状況から比

較すると低いと思

われる。 

オ 

Society5.0

を生き抜く

人材育成へ

向けた産業

教育の推進 

探究的な学びを

充実させるとと

もに、新学科対

応へ向けた実

験･実習の工夫･

改善を行い、生

徒の学習成果の

発表機会を充実

・ものづくりに関心

があると答える生徒

90％以上。 

 

・イベントや出前講

座等による学習成果

の発表を年間３回以

上（各工業学科ご

工 

業 

科 

・「ものづくりに関心

がある」と答えた生徒

は 80.5％だった。 

 

・全科がイベントや出

前講座等による学習

成果の発表を年間３

回以上実施した。 

Ｂ Ｂ ものづくりが売り

の工業高校として

は数値がもっと上

がってほしい。 

学校が近いから、

受験してくる中学

生もいる。子供が、

入学前はものづく
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させる。 と）。 りに関心が低かっ

たが、3 年生になっ

てものづくりの楽

しさに実感が持て

た。入学後にもの

づくりの興味が増

加しているのでは

ないか。 

高大連携や

企業等によ

る外部指導

者の充実お

よび専門的

スキルの向

上と視覚化 

外部指導者を積

極的に活用する

ことで、工業教

育を充実させ

る。 

・外部指導者の活用

を年間３回以上（各

工業学科ごと）。 

工 

業 

科 

・企業による講座や説

明会の活用は、全科合

計 20 回（科平均４回）

実施した。 

Ａ Ａ 東洋レヂンさんと

のコラボが、日本

経済新聞に紹介さ

れて、驚きと地域

を支える学校とし

て嬉しかった。 

生徒の技術･技

能力向上に取り

組み、資格検定

取得者数の増加

を図る。 

・「資格取得に向け、

積極的に取り組んで

いる」と答える生徒

80%以上。 

工 

業 

科 

・「資格取得に向け、

積極的に取り組んで

いる」と回答した生徒

は 58.9％だった。 

Ｂ Ｂ 自発的な申込みや

主体的に取り組む

ための工夫につい

て、次年度に期待

する。 

工業高校で学ん

だ知識技能を外

部大会で発揮す

る機会を提供す

る。 

・技能競技大会等へ

積極的に参加し、４

種目以上で上位入賞

する。 

工 

業 

科 

・３科がものづくり競

技大会に参加した。 

溶接全国大会「４位

入賞」。 

ジャパンマイコン

カーラリー2025 東海

大会ベーシッククラ

ス「４位入賞」 

ロボットアイデア

甲子園「企業賞入賞」 

県ロボット競技大

会ＭＣＲ部門ベシッ

ククラス「５位入賞」 

・全国プラモデル選手

権大会「出場」 

Ａ Ａ 生徒の積極的な参

加が見られ大いに

評価できる。同時

に、正門の所に多

少小さな大会でも

生徒の名前と出場

大会名などたくさ

ん掲示してあげて

ほしいと思う。 

もっとＰＲすれば

周囲がこんな大会

があるのだと知る

機会にもなるでし

ょう。 

企業人とし

て必須であ

る安全意識

の確実な醸

成 

実習･実験時に

おいて、５Ｓに

関する指導を徹

底 し て 実 践 す

る。 

・「実習･実験では、

５Ｓおよび安全確保

を意識して取り組ん

でいる」と答える生

徒 100%達成。 

工 

業 

科 

・実習･実験で、「５Ｓ

および安全確保を意

識して取り組んでい

る」と答える生徒は

97.2%だった。 

Ａ Ａ 安全safetyについ

ては、特に大切だ

と思う。安全教育

にも力を入れてい

る点を評価する。 
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カ 

ホームルー

ム活動およ

び生徒会活

動の自主的

な運営 

行事等を成功さ

せ、自己有用感

を育む。 

各専門委員会の

活動を活性化さ

せ、主体性およ

び協調性を育て

る。 

・「伝統行事である吉

峰祭に積極的に参加

し、係の仕事を行っ

た」と答える生徒

100％達成。 

・清掃活動や環境整

備作業に積極的に取

り組んでいると答え

る生徒 70％以上。 

生 

徒 

支 

援 

部 

・ 

総 

務 

部 

・吉峰祭に積極的に参

加し、係の仕事を行っ

たと回答した生徒が

88%であった。 

 

・清掃活動、環境整備

作業に積極的に取り

組んでいると回答し

た生徒は、69.8%で概

ね達成できた。 

Ｂ Ａ 企業との連携を深

めながら行った吉

峰祭は、とても新

鮮味があり、内外

にとっても良いＰ

Ｒになったと思

う。生徒会が主体

となった能登への

支援活動は大いに

評価できる。 

部活動の活

性化 

部活動の活動計

画に沿って、効

率的効果的に活

動し、参加し易

い 環 境 を 整 え

る。 

生徒による応援

活動により愛校

心を育て、選手

の自己有用感の

醸成を図る。 

・「部活動に無断で休

まず取り組んでい

る」と答える生徒

85％以上。 

・部活動壮行会の定

期的な開催。 

生 

徒 

支 

援 

部 

・部活動に無断で休ま

ず取り組んでいると

答えた生徒が 75%だっ

た。 

・東海大会、全国大会

に出場する部活動や

個人について、その都

度壮行会を行った。 

Ｂ Ｂ 部活の目標や目指

す資質等を示すこ

とは重要であり、

生徒の自己有用感

や自己重要感を育

てる。指導のあり

方に期待する。 

読書活動を

通 し た 知

性・創造力

の育成 

本に親しむ習慣

を身に付けさせ

るとともに図書

館活用の促進を

図る。 

・図書だよりの定期

的な発行と貸出数の

増加。 

 

・「朝読書の時間は有

意義だ」と答える生

徒 80％以上。 

・「図書館やフリーレ

ンタルブックコーナ

ーにある本を今年度

読んだ」と答える生

徒 70％以上。 

図 

書 

･ 

研 

修 

部 

・図書だより発行数は

年間で５部。図書の貸

し出し数は 297冊。（昨

年度 229 冊） 

・「朝読書の時間は有

意義だ」と答えた生徒

は 66.9％だった。 

・「図書館やフリーレ

ンタルブックコーナ

ーにある本を今年度

読んだ」と答える生徒

43.0％。 

Ｂ Ｂ 読書において、デ

ジタル本も進めて

みてはどうか。本

に親しむ習慣に結

びつけばと思う。

富士市立図書館や

国立図書館もデジ

タルで見られるよ

うになっている。

今後、図書室等で

本を借りた冊数だ

けの評価では、課

題がある。 

放送活動を

通した学校

教育の活性

化と、生徒

の主体性の

生徒が放送業務

を主体的に運営

する環境を整備

し、生徒の活躍

機会を充実させ

・昼休み、体育祭、

吉峰祭における放送

業務の実施。 

 

・校外イベントへの

図 

書 

･ 

研 

修 

・それぞれの行事で放

送計画を立て、生徒は

主体的に計画通り活

動できた。 

・未来の科学者フェス

Ａ Ａ 今後、弊社(自動車

学校)の教習開始

にともなう放送の

一部をお願いした

い。 
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育成 

 

る。 放送担当としての参

加。 

部 ティバルおよび静岡

県高校生ロボット競

技大会に放送担当と

して参加した。 

キ 

学校公開・

情報発信の

充実による

地域・家庭

との信頼関

係の構築 

工業高校の魅力

を見直し、積極

的に広報する。 

・学校ホームページ

のＣＭＳ移行や、学

校案内および広報チ

ラシのデザインと配

布方法等に関し、グ

ローバルな視点から

有効な広報方法を検

討する。 

・夏季休業中に１年

生・進路決定後に３

年生が母校訪問を実

施することで効果的

な広報活動を展開す

る。 

 

 

 

・富士地域における

イベントへの参加に

加え、新たな工業系

イベント(プラサヴ

ェルデ開催)に全学

科が参加すること等

により、小中学生保

護者への発信を含め

た広報活動に繋げ

る。 

 

 

未 

来 

戦 

略 

委 

員 

会 

・ 

学 

年 

部 

・ 

工 

業 

科 

・県の広報デザイン支

援事業を受け、デザイ

ン事務所と連携して

学校案内やポスター

等のデザインを一新

した。 

 

 

・昨年度に引き続き、

夏季休業中で高 1生に

よる母校訪問を実施

し、行事として定着化

させた。実施できない

中学校は管理職が訪

問し、本校の認知度等

を分析した。 

 

・富士地域のイベント

①ものづくり力交流

フェア全科参加予定

②ジャトコフェスタ

２科参加 

・新たな工業系イベン

トに全科参加し「未来

の科学技術者フェス

ティバル」に来場した

小中学生、その保護者

にものづくりの楽し

さを発信した。 

 

Ａ Ａ 吉原工業ホームペ

ージのＣＭＳ移行

で発信力が強化さ

れ素晴らしい。学

ぶことの意義・魅

力が増したと感

る。発信内容が具

体的なところが良

い。 

富士地域のイベン

トに参加したこと

が、中小企業の魅

力を知ったり、学

習に繋がったりす

る。加えて、学校

と地域（企業）の

連携にもなる。 

できる範囲でもっ

と地域の企業、多

種多様な団体と連

携した取り組み、

ＰＲを期待する。

子ども向け職業体

験を目的とした

「ヒナカラマチ

コ」でもぜひ引き

続き連携させてほ

しい。 

 

公式ホームペー

ジや公式ＳＮＳ

を活用した学校

広報活動を推進

する。 

・投稿担当者を明確

にすることで、公式

ホームページへの投

稿月平均 10 回以上。 

・投稿担当者を明確

教 

務 

部 

情 

報 

・SNS への年間の投稿

数が 135件であり月平

均 11.25 件であった。 

 

・公式 SNS を

Ｂ Ｂ 日々の投稿から、

保護者も学校の様

子がわかり、効果

が上がっているの

ではないか。沖縄
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にしつつ、公式ＳＮ

Ｓを精選統合するこ

とでフォロワー1200

以上。 

Instagram へ統合し

た。フォロワー：1081

人、投稿数：135 件 

(2025.1.15) 

修学旅行の発信も

良かった。 

管理が難しいと思

うが、生徒さんが

アップ（生徒会な

ど）していくと生

徒どうし見たり、

さらに広がったり

するのではと思

う。ＳＮＳの活用

について、今後改

善できるところは

進めてほしい。 

全教職員を対象

とする校内研修

を計画的に実施

す る こ と に よ

り、人権意識を

醸成しながら不

祥事根絶への強

い意識を維持す

る。 

・｢研修等を通し、不

祥事根絶に向けた意

識が高まっている｣

と 答 え る 教 職 員

100％達成。 

管 

理 

職 

・職員会議の中で、コ

ンプライアンス研修

をこれまで、12 回実施

して不祥事根絶の強

い意識を維持するこ

とに努めた。教職員へ

のアンケートで 96.2%

が「高まっている」と

回答した。 

Ａ Ａ 職員のコンプライ

アンス研修のとこ

ろは、とても重要

だと思う。 

職員のＳＮＳ活用

についても教養を

行っていく必要あ

る。 

ク 

自律的で信

頼される学

校事 

務の推進  

法令を遵守し、

正確で迅速な会

計事務処理を行

う。 

・監査での文書指摘

事項をゼロにする。 

事 

務 

部 

・各担当者が積極的に

工夫してチェックリ

ストを作成・活用し、

監査での指摘はなか

った。 

Ａ Ａ 日頃の皆さんの努

力のたまものと思

う。 

教職員と連携し

た施設設備の安

全 点 検 を 実 施

し、計画的に改

善への取組を行

い、安心安全な

教育環境の整備

を行う。 

・「施設や設備は安全

が保たれている」と

答える生徒、保護者

ともに 90％以上。 

事 

務 

部 

・「施設や設備は安全

が保たれている」と答

えた生徒 92.9%、保護

者 94.5％だった。 

Ａ Ａ グラウンド照明の

全ＬＥＤ化に期待

する。 

ケ 

働き方改革

に向けた業

務改善 

ブラウザ型ＡＩ

採点システムの

導入により教員

の採点時間軽減

・新システム活用に

関する研修会等を開

催し、「採点時間が短

縮された」と答える

教 

務 

部 

・これにより「採点時

間が短縮された」と答

えた教員は 94％だっ

た。 

Ａ Ａ 働き方改革の観点

から良い。 
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を図る。 教員 80％以上。 

定時退勤に向け

た目標を立て、

取り組む。 

・「定時退勤日に定時

退勤に向けた目標を

立てて取り組んだ」

と答える教職員が

95％以上。 

管 

理 

職 

・毎月定時退勤調査を

実施し、年間通して

96.3％の教職員が「目

標を立てて取り組ん

だ」と答えた。 

Ａ Ａ 管理職の負担をも

う少し減らし、若

い先生が将来管理

職をめざしたいと

感じる環境に構築

していく必要があ

る。 

部活動の活動計

画に基づいた実

施に努めるよう

に働きかける。 

・「部活動の活動計画

に基づき活動でき

た」と答える教職員

100％達成。 

管 

理 

職 

・「今年度、部活動の

活動計画に基づき活

動できたか」という問

いに「できた」と答え

た教職員は 100%であ

った。 

Ａ Ａ コロナ禍と比べて

さまざまな行動制

限が緩和され活動

の幅が広がってき

た。高校生活がよ

り充実した濃密な

３年間となるよう

今後も活動計画に

基づき生徒を支え

てあげてほしい。 


